
 

 

事 務 連 絡  

令和６年２月14日  

各都道府県教育委員会 高等学校情報科担当主管課 

各指定都市教育委員会 高等学校情報科担当主管課 御中  

 

 

文部科学省初等中等教育局  

学校デジタル化プロジェクトチーム  

 

 

一般社団法人情報処理学会等による情報Ⅱ等に関する人的支援について 

 

 

国全体でデジタル人材の育成体制の拡充が求められる中、高等学校情報科にお

いては、その指導体制の一層の充実が求められています。 

このことを踏まえ、公立高等学校情報科担当教員の採用・配置等の実態を調査

したところ、令和５年度入学生を対象に情報Ⅱの開設を計画している学校数は全

体の18.1％に留まり、中には情報Ⅱの開設が無い県域もありました（別添）。 

文部科学省としては、デジタル人材の育成体制を充実させるためにも、全ての

地域において生徒に学ぶ機会が提供されることが重要であると考えており、免許

保有者の配置の推進や、情報Ⅱ授業解説動画の作成及び関連の学習会の開催とと

もに、関係機関に高等学校情報教育への支援を求めてきたところです。 

こうした中、この度、一般社団法人情報処理学会（以下、情報処理学会とい

う。）が、高等学校で「情報Ⅱ」を開講するために必要な学術的コンサルティン

グや指導者教育・人材育成などを全面的に支援することを意見表明し、各地の大

学と連携しながら大学院学生を中心とした人的な支援を行うことを決定いただき

ました。また、一般社団法人デジタル人材共創連盟（デジ連）においても、情報

Ⅱをはじめ高等学校におけるデジタル人材育成に関して様々な支援を行うことを

表明いただきました。 

令和５年度補正予算事業である高等学校DX加速化推進事業（DXハイスクール）

においても、こうした支援を活用した人材派遣等に係る経費を予算計上すること

が可能ですので、積極的な活用をご検討ください。 

また、文部科学省としては、引き続き高等学校情報科担当教員の専門性及び授

業力向上を目的とした研修の機会を提供しますので、各自治体におかれては、指

導体制の改善と並行して、個々の教員の指導力向上に資する取組の充実をお願い

します。 

このことについて、都道府県教育委員会におかれては、指定都市を除く域内の

市町村教育委員会及び所管の学校に対して、各指定都市教育委員会におかれて

は、所管の学校に対して、十分な周知をしてくださるようお願いします。 

 

 

 



 

 

（参考） 

・高等学校DX加速化推進事業（DXハイスクール）に関する意見表明

（令和６年１月30日 情報処理学会） 

https://www.ipsj.or.jp/release/iken20240130.html 

 

お問い合わせ先（派遣・支援に関すること） 

一般社団法人 情報処理学会 

人材育成・教育活動/資格認定担当 education@ipsj.or.jp 
 

・DXハイスクール プラン集（一般社団法人 デジタル人材共 

創連盟（デジ連） 

https://dle.or.jp/wp-content/uploads/pdf/dx-plan_module_ver3.pdf 

 

・「令和５年度高等学校等デジタル人材育成支援事業費補助金（高等学校DX 加

速化推進事業）の事業計画検討依頼について（依頼）」（事務連絡）（令和６

年１月31日付文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当）） 

 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shinkou/shinko/1366335_00009.htm 

 

・令和５年度情報Ⅱオンライン学習会 開催チラシ 

 （高等学校情報科特設ページで掲載） 

 

 

・ [参考]情報Ⅰ授業・解説動画 

（高等学校情報科特設ページで掲載） 

 

 

 

（別添） 

高等学校 情報Ⅱ 開設学校数【自治体別】（令和５年５月１日時点） 

 

 

 

 

 

＜本件担当＞  

文部科学省 初等中等教育局  

学校デジタル化プロジェクトチーム  

情報教育振興室 

情報教育振興第一係 荒川・橘  

電 話：03-6734-2090（直通）  

E-mail：digital-pt@mext.go.jp 

https://www.ipsj.or.jp/release/iken20240130.html
mailto:education@ipsj.or.jp
https://dle.or.jp/wp-content/uploads/pdf/dx-plan_module_ver3.pdf
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shinkou/shinko/1366335_00009.htm


〔令和４年 月 日時点〕〔令和４年 月 日時点〕高等学校 情報Ⅱ 開設学校数【自治体別】 〔令和５年５月１日時点〕

「情報Ⅱを開設している都道府県は41／47」
（開設していない県：群馬県、石川県、奈良県、徳島県、香川県、佐賀県）

（R5高等学校情報科担当教員の専門性向上及び採用・配置状況等調査より[令和5年５月１日時点]）
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情報Ⅱを開設している学校数

令和５年度入学者がいる学校数

情報Ⅱを開設している学校数の割合

※令和5年度入学者に適用される教育課程を対象として回答

情報Ⅱ開設

校数の割合
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情報Ⅱ

開設校数
112 6 62 60 39 50 15 12 12 17 11 7 9 7 5 13 23 6 7 3 3 12 18 4 6 5 2 2 2 4 5 4 2 1 3 2 1 2 1 1 1 0 0 0 0 0 0 557

学校数 161 15 156 160 108 139 55 44 44 67 48 33 44 36 31 83 155 44 52 24 26 125 197 45 98 90 36 37 37 77 100 91 46 24 73 49 31 66 40 41 42 60 36 30 33 29 23 3081

※「分校」「中等教育学校の後期課程」をそれぞれ１校としてカウント※学校数は都道府県が所管する学校のうち令和5年度入学者がいる学校のみ計上 ※政令指定都市のデータを含む


